




















会 [1963 年] がある｡ これは 1950 年代末から
1960 年における組合の状況を明らかにした｡
1980 年代には, 小山編 [1985 年] と野原・
藤田編 [1988 年] がある｡ 両書は, いずれも
研究会による実態調査に基づいた共同研究の成























究成果として, 野村 [1993 年], 石田・藤村・
久本・村松 [1997年] (以下 ｢石田他｣ とする),
浅生・猿田・野原・藤田・山下 [1999 年] (以
下 ｢浅生他｣ とする) がある｡
野村 [1993 年] は調査に基づき, 石田他
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野村 [1993 年] は, 日産とトヨタにおける
労使関係の違いや, 自動車総連, 全トヨタ労連,
トヨタの組合組織を明らかにした｡





浅生他 [1999 年] は, 1990 年代の後半にお
ける組合の選挙実態を明らかにした｡ その実態
は, 大木他編 [1986 年] の時点と基本的に変
わっておらず非民主的であった｡
2000 年に入っての研究成果とした猿田・杉
































ところで, 本書は組合を ｢第 4 章 技術革新
と労働者｣ の中の ｢C 労働組合の組織と現状｣
で取り上げている｡ そしてさらに ｢組合の



















































職場委員会の推薦, 組合員 10 名以上の推
薦の 3つからを除きと 2本とすること,
































協議会である｡ 1959 年 11 月に経営協議会から
労使協議会に名称が変更された｡
社史は 1946 年から 1957 年までの経営協議会
の年間の開催数と議題を明らかにしている｡ 年
間の開催回数は 1953 年には 32 回であったが
1954 年には 13 回となり, この年から年間の回
数は大きく減少し, また議題も賃金と一時金が



























Ⅱ. 労働組合の ｢自立性｣ と役割
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1 . 職場の組合役員と職制の一体化
まず小山編 [1985 年] では, トヨタの組合
について ｢第 3 章 労資関係と労務管理｣ の中






















野原・藤田編 [1988 年] では, ｢第 5 章 A
自動車における労働者管理｣ の ｢第 3 節 経営
者主導の大衆運動｣ の中でわずかではあるが,
｢労働組合運動｣ として組合を取り上げている14｡



























編 [1986 年] が明らかにしているように, 組
合は組合員が組合役員に自由に立候補すること
を妨害している｡






して, 大木他編 [1986 年] がある｡ 本書は,
愛知県の主要な 30 の大企業組合における組合
役員の選挙の実態を調査したものである｡ この
30 の組合の 1 つにトヨタの組合も入っており,
組合役員の選挙の実態を明らかにしている｡



















長については係長 (事務・技術系), と, 工長・




候補の場合, 本部 3役 (執行委員長, 副執行委




合員の中から 50 名, 執行委員については支部
組合員の中から 15 名の支持連署が必要である｡
自薦立候補に対してこのような支持連署が必













うことができる』 (規定第 27 条, ただし夜勤の
休憩中は禁止)｡ また, ビラ, 演説などもいっ
さい禁止である｡ これが具体的にどういう困難
を生みだすかを, 各支部 (工場単位) 選出の執
行委員選挙で例示すると, 工場内で自筆・捺印





されている｡ しかも 84 年までは署名用紙が 2
枚しか交付されず, したがって実質は 2人しか


























｢本部 3 役選挙で例示すると, 告示日から投
票日の 3 日間に, 支部 (工場) 単位に計 12 会
場で行われる｡ 時間帯は昼休み 0 時 5 分－55
分または, 就業後の 6 時からであり, 1 人 5 分
である｡ 就業後に行われる工場が多く, 多くの
労働者は残業と夜勤で参加がむずかしい｡ した









組合の投票所には, この ｢ついたて｣ がない｡
｢トヨタでは, 投票日は 1 日のみ, 食事休憩





















る｡ ところが, たとえば執行委員の場合, 選挙





(規定 26 条) ことになっている｡ この規定に従






6 . 浅生他 [1999 年] から実態の補足
浅生他 [1999 年] では, T 社28の組合を ｢第
5 章 賃金管理と 『労使関係』｣ の中の ｢6 『労
使関係管理』＝労働組合対策｣ で取り上げてい
る｡ すでに述べたように, 役員選挙の実態は大
木他編 [1986 年] の時点と基本的に変わって
いない｡ しかしながら, 浅生他 [1999 年] で


















































第 4 は, 職制や選挙管理委員などの監視や代




















にしている｡ ｢全 T労連｣37 が女性のための ｢特
別代議員・特別中央委員｣ を新設した｡ しかし
ながら, この委員に発言権はあるが, 議決権を














明らかにしたものとして, 石田他 [1997 年]
がある｡ 本書は B 社39の組合を ｢第 4 章 労使











































副執行委員長 (3 名), 書記長の 3 役 5 名と組
合会館事務局を除く各専門局の局長 8名, 上部
団体派遣 18名であり, 54 名が支部選出である｡
職場での組合活動を中心的に担うのが職場委













員長がとりしきって, 『おまえ (支部長) がん
ばれ｡ 我々 (職場委員長) がバックアップする
から』 という形が一般的ということ｣45 になっ
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図 1 B 労組の運営機関





























職 場 委 員
職 場 委 員
組 合 員
 参加するもの：大会, 創立記念式典, 評議会, 支部評議会, 支部評議員会議, 職場委員長会議, 支部懇談
会, 支部安全衛生委員会, 支部生産説明会, 各種研修会, 各種集会, 労使協議会の傍聴
 任 務：職場役員一覧表の作成・提出, 組合役員カードの作成・提出, 職場役員の役割分担の明確化,
職場役員の所持品管理, 職場役員手当の受領・管理, 組合員の把握・人員報告書の提出
 開催するもの：職場委員会, 職場懇談会, 職場評議員会議
表 1 職場委員長の職務
























を誰にするかを審査するには, 約 650 名の評議
会では規模が大きすぎる｡ そのため議長団とい
う審査機関を設けているのである｡
議長団は, 組合全体で 150 名ほどいる職場委
員長の互選によって 11 名が選ばれ, その内訳







なると 3 ヵ月), 秋は 1 ヵ月半, 日常の仕事を













特に支部長の場合, 事務・技術系では 30 歳か





























場合もある｡ このような場合, ｢たとえば, 臨
トヨタ研究と労働組合









1989 年 4 月から労使での話し合いが始まった
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・支部長会議 ◎ ○ ・厚生施設のフォロー ◎ ○




・支部評議会 ・トーク＆タッチ ○ ◎
・支部評議員会 ◎ ○ ・支部行事 ◎ ○
・定年懇 ◎ ○ ・交通安全活動 ○ ◎
・新任課長級との懇談会 ◎ ○ ・職場巡回トーク ○ ◎
3 会社との会議
◎ ○
・｢魅力アップ委員会｣ の検証 ◎ ○
・支部懇 ・年休カットゼロの取得状況 ○ ◎
・職懇 ○ ◎ ・明るい職場づくり ◎ ○
・支部安全衛生委員会 ◎ ○ ・周辺直接作業環境フォロー ◎ ○
・支部生産説明会 ◎ ○ 7 他
・給食懇談会 ○ ◎ ・役員選挙 ◎ ○




























・組の 1/2 臨出判断 ◎ ○
表 2 支部長・副支部長の分担 (T工場支部) ◎……正 ○……副

































委員長 (M 氏) の業務事例は表 3 のとおりで
ある｡
事務・技術系の職場委員長 (T氏) の 1 ヵ月
(9 月) の業務も明らかにしているが, いずれ







ものとして, 猿田・杉山編著 [2011 年] があ
る｡ 組合については ｢第 5 章 トヨタの国際競
争力強化と労働組合｣ で取り上げている｡
1 . トヨタの競争力強化の主張と提言
組合は 2000 年に入ると, トヨタのグローバ
ル競争を課題として位置付けるようになった｡




そして 2001 年の労使協議会からは, 組合は
トヨタ研究と労働組合












・各種提出物の確認 (職場委員セミナー報告書, 資金カンパ, 組合施設利用申込等)
・トーク&タッチ (女性, 高齢者, 職制, 若手に分けて実施)
表 3 M職場委員長の 1ヵ月の仕事























そして 2000 年のゆめWにおいては, ｢総合
加算分 (0.2 ヵ月)｣, ｢業績反映部分 (0.7 ヵ
月)｣, ｢基礎部分 (5 ヵ月)｣ の, 合計 5.9 ヵ月
というように業績と関連させた年間一時金の要
求としたのであった｡ 組合は ｢業績反映部分










明確化するために, ｢総合加算部分 (7 万円)｣,
｢業績反映部分 (25万円)｣, ｢基礎部分 (5ヵ月)｣
の, 合計 5ヵ月＋32 万円としたのである｡
さらに組合は, 2004 年の労使協議会での話
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基 礎 部 分 5ヵ月
図 2 2005 年の年間一時金要求
(出所) 猿田・杉山編著 [2011 年], 209 ページ｡
原資料 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No. 0756, 2005 年 2 月 1 日から作成した｡
(注) ＊2 は ｢業績面から見たグローバルでの努力・頑張りの反映分｣ である｡
＊2－①は ｢連結子会社 (国内・海外) への貢献分｣ であり ｢連結業績 (足元 1 年) を指標として決定｣
する部分である｡
＊2－②は ｢連結子会社以外 (国内・海外) への貢献分｣ であり, ｢連結子会社以外に対する業績面から総
合的に判断｣ する部分である｡
＊3 は, ｢グローバルなレベルを含めた, 業績面には現れない努力・頑張りの反映分など｣ であり, ｢職場
討議を踏まえ, 必要額を総合的に判断｣ する部分である｡
① これまで積み上げてきた実績を大切にし ｢長期安定的向上｣ の考え方を基本とする｡ 今後月数を変えて
いく中でも, 長期安定的向上の基本的考え方の観点から, 実績 (月数・金額) を重要な意味をもつ｡
② その上で, ｢働きぶり・努力ぶりとその成果｣ を反映させ, ｢ヤル気・元気｣ に結びつく一時金とし ｢ト
ヨタの魅力｣ を高めていく｡
③ 生活の安定化の観点から ｢年間協定方式・月数要求方式｣ を堅持していく｡
表 4 1990 年代の一時金の考え方
(出所) 猿田・杉山編著 [2011 年], 206 ページ｡
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① 長期安定的向上の考え方を基本に, 実質賃金の維持・向上を図る要求とする｡
② 個人消費を伸ばし内需型成長の定着を図りうる要求とする｡
③ 自動車総連共闘・全トヨタ労連共闘を軸に, IMF・JC 内の連携を図りながら, 連合を中心とした労働
界全体との共闘を前進させうるための要求とする｡
表 5 組合の賃金引き上げ要求に対する考え方
(出所) 猿田・杉山編著 [2011 年], 210 ページ｡
原資料 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No. 0020, 1989 年 2 月 15 日より作成した｡





表 6 2002 年の賃金引き上げに対する組合の考え方
(出所) 猿田・杉山編著 [2011 年], 211 ページ｡





経済成長 (GDP) 経済発展に見合った, 生活水準の向上の必要性｡










(出所) 猿田・杉山編著 [2011 年], 215 ページ｡
原資料 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No. 0751, 2004 年 12 月 6 日より作成した｡












4 . 組合の ｢働き方要求｣
















こうして組合は 2003 年のゆめ W において









組合はこの 2003 年を ｢元年｣ として, トヨ
タの競争力強化に向けた施策をトヨタに要求し
ていくことになったのである｡






























は, 組合員の 70％が ｢要求を反映していない｣
と回答しているのであった｡




大木他編 [1986 年] は, 組合選挙の実態を
明らかにしているが, その実態はおよそ民主主
研究ノート

































































2002 年 2 月 9 日, トヨタの労働者であった
内野健一さんが業務中, 倒れ死亡した｡ 妻であ
る内野博子さんは, 2002 年 3 月 6 日に豊田労
働基準監督署に労災の申請をしたが認められず,
2005 年 7 月に豊田労働基準監督署長の労災保
険不支給処分の取消しを求める行政訴訟を提訴
し, 裁判闘争に入っていった｡ そして 2007 年





























2006 年 5 月に名古屋地裁にトヨタとデンソー



















1 日本人文科学会 [1963 年], はしがき｡
2 同上書, 123 ページ｡
3 同上書, 123 ページ－124 ページ｡
4 同上書, 124 ページ｡
5 このことは組合員の自由な立候補に制限が加
えられたとみることができる｡




10 同上書, 128 ページ－129 ページ｡
11 同上書, 129 ページ｡
12 小山編 [1985 年], 319 ページ｡
13 同上｡
14 ｢A 自動車｣ となっているが, 記述の内容から
トヨタと判断した｡
15 野原・藤田編 [1988 年], 265 ページ｡
16 同上｡
17 同上｡
18 同上書, 266 ページ｡
19 大木他編 [1986 年], 112 ページ｡
20 2002 年の選挙で自薦立候補をめざした若月氏
は, 支持連署が 47 名しかとれず, 立候補できな
かった｡ 以降, 自薦立候補者はいなくなった
(読売新聞特別取材班 [2003 年], 250 ページ)｡
21 大木他編 [1986 年], 135 ページ｡
22 同上書, 186 ページ｡
23 同上書, 141 ページ-142 ページ｡
24 同上書, 151 ページ｡
25 同上書, 159 ページ｡
26 同上書, 161 ページ｡
27 同上書, 162 ページ｡
28 ｢T 社｣ となっているが, 記述の内容からトヨ
タと判断した｡
29 浅生他 [1999 年], 239 ページ｡
30 同上｡













ある｡ ｢完全連記制の場合, たとえば定数 8名の
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